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１. は じ め に
昨今, 一般企業はソーシャル・マーケティング (societal marketing) を非常に重要な概念
と解釈している｡ 消費者も社会的問題と公益的問題の解決に大いに関心を示し, これに参加
することを求めるソーシャルコンシューマー (social consumer) としての傾向を色濃く見せ
ている｡ 彼らはブランドそのものよりも, そのブランドを生産する企業が社会問題の解決に
どの程度参加しているかという点に, より多くの価値を与えようとしている｡ ソーシャル・
マーケティングは, 現代社会の環境汚染, 生態系破壊, 資源不足, 健康と福祉, 社会ボラン
ティア等の問題に対して充分に対応できない伝統的マーケティング活動の代案として登場し
たものである｡ このような社会志向的マーケティングカテゴリには, グリーンマーケティン
グ, 社会貢献マーケティング, 公益マーケティング, 社会的マーケティング, フィランソロ
フィー (philanthropy) マーケティング, 社会還元マーケティングまたは優しいマーケティ












1) 既存の競争と利潤の極大化を中心とした一般的な経済パラダイムとは異なり, 社会的経済とは, 人
が中心となり共生, 協働, 対案, 共有の価値を目指す経済といえる｡ 資本主義社会において企業は利
潤追求を目的とし財貨とサービスを生産する経済単位である｡ 社会的企業は, 経済的利害を追求する
企業の成果と社会的排除に対応して, 社会的正当性を追求する非営利団体の性質をすべて包含する概
念である｡ 社会的経済の概念構成及び事例についてはチャン・ウォンボン (2005) の論文を参照｡








全国経済人連合会が, 2013年８月 ｢企業の社会貢献活動に対する認識調査｣ の結果を発表
している｡ ここで回答者の78％が ｢社会貢献活動が優秀な企業の製品を高くても買おうと思





るなど, 社会貢献の真の意味が風化しているためである (パク・ピョンロク, 2014)｡




いて消費者がより声を発信できる可能性を拓いているとはいえ, 依然権力 (power) は生産




ているという観点からみると, 社会資本が持つ特徴と軌を一にしている｡ 社会資本は, 人と
人とのネットワークが形成されることから生まれる規範, 相互互恵, 協力, 信頼といった傾
向性を指す｡ このような社会資本は公共問題を民間部門及び市民との相互関係と協力により
解決している現代社会において何よりも重要になっている｡ 中でも地域社会の様々な問題解












この論文では, 1) 韓国企業の社会的責任活動が, どんな目的のためにどの程度実行され
ており, 2) 多くの企業が実践している社会的責任活動の限界点は何であり, 3) それらの限










消費者は, (1) 市場のグローバル化と単位国家政府の弱化, (2) 超国家的な企業やブラン
ドの増加, (3) 社会圧力集団の組織的運動の増加, (4) 技術的進歩による社会的・環境的変
化, (5) 消費者への市場パワー移行, (6) 市場キャンペーンの効率性, (7) 企業の広範囲に











減らしてきている2)｡ 様々な圧力集団 (pressure groups) が, 企業に対抗し消費者の権益を
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2) 消費者運動は1844年イギリスを中心に発展した ｢生活協同組合｣ から始まった｡ 1891年にニューヨー
クに＜消費者連盟＞が, 1898年に＜全国消費者連盟 (The National Consumers’ League)＞が結成, 主
に食品の品質向上を求める運動を繰り広げた｡ 1929年＜消費者研究所 (The Consumers’ Research :
CR)＞が発足し, 商品検査結果を提供する活動を行うことで, より本格的な消費者運動が広がった｡
1939年 CRから分離, 発足した＜消費者連合 (Consumers’ Union : CU)＞は, 商品検査誌《Consumer
Report》の発行を開始した｡ 1964年アメリカのネーダー (R. Nader) が主導した自動車の安全性に関
連した ｢企業告発運動｣ は, 新たな形の消費者運動として評価されている｡ 国際的な組織としては




たが, 1960年代から1980年代までの間に, より利他的 (altruistic) タイプの集団へと発展し
た｡ ｢訴訟団体 (cause groups)｣ (Grant, 2000) ｢公共利益団体 (public interest groups)｣
(Libby, 1998), ｢促進奨励用圧力団体｣ (Smith, 1990), ｢NGO 団体｣ (Murphy & Bendell,
2001), ｢利益表出団体 (expressive interest groups)｣ (Libby, 1998) 等がこれに該当する｡
また, ｢地球の友だち (Friends of the Earth)｣, ｢動物の倫理的扱いを求める人々の会







対し不買運動 (boycott) を起こす｡ 彼らは第三世界の貧しい生産農家を支援するために
｢fair trade｣ ラベルが付いたコーヒーを購入したり, 環境問題の重要性を訴えるべく ｢eco｣
ラベルが付いた洗剤を購入したりする｡ このような購買形態は ｢倫理的消費行動｣ (Smith,
1990), または ｢倫理的消費｣ という概念で表現されている｡
倫理的消費行動の増加は, ｢市民的規制 (civil regulation)｣ と ｢市民的消費者 (citizen
consumers)｣ 概念に関する理解を要する｡ 上記２概念いずれも市民社会概念に関連したも
のとして, 国家と個別的市民間の公共領域として様々な形態の自律的, 組織的, 集団的活動
への発展を遂げた (Hadeniuus & Uggla, 1996)｡
｢市民的規制｣ 概念は Zadek (1998) らが提唱したものとして, 彼らは Illich (1973) の
｢歓楽 (conviviality) の手段｣ 概念をもとに, 市場キャンペーンが市民的手段 (説得的) ま
たは市民的機会 (強制的) の一つであると主張している｡ 『我々は ｢市民的規制｣ という差








消費者運動の歴史については Gabriel & Lang (1995) を参照｡
一般的に ｢市民｣ と ｢消費者｣ は, 互いに正反対のカテゴリーに属する構成員としてみな
されてきた｡ つまり, ｢市民｣ は公益を含む外部指向的概念であり, ｢消費者｣ は自身の利益
を追求する内部指向的概念と見なされている｡ しかしながら, 歴史的にこの２つの概念は明
確に区分されてこなかった (Cohen, 2001 : 203)｡ 市民と消費者が異なるカテゴリーに属し
ていたことはなく, 時にして同一視された｡ また, ２つの概念間に緊張関係が形成されもし
たが, 常に政治的かつ経済的な概念と共に議論された (Scammell, 2003)｡
また, 市民的消費者概念は, 倫理的消費者の要素と消費者の公共サービス (public
service) 的要素いずれをも内包している｡ 市場キャンペーンと倫理的購買行為は消費者の
社会的責任概念とともに現れた｡ 社会的責任が, 伝統的に市民権 (citizenship) に属するも
のだったため, 市民権のアイディアを活用するのに大いに役立った (Cohen, 2001; Gabriel &
Lang, 1995)｡ 公共サービス消費者としての市民の概念は, 別のところから現れたものだが,
国家サービスも他の商品と同様に個人的な恩恵 (benefit) を受けるようにすればいいと市民




3) 市民的消費者概念の内容は研究者の 『｢広告中止脅迫事件｣ の意味と新聞広告市場に及ぼす影響：












Fair Trade Mark (ヨーロッパ)
Blue Angel Eco-Label (ドイツ)







































で生じる問題点は ｢見えない手｣ により自動的に調整され, 理想とする方向に進んでいくも
のと信じた｡
しかし, このような楽観的な考えは, 負の側面で社会内の階級を生み出し, 不可逆的な資
源やエネルギーの無分別な使用により環境汚染や資源枯渇の暗澹たる結果にもつながった｡
1990年代になり, 企業と様々な形で関係を結んでいる利害関係者 (stakeholders) を考慮す
べきという主張が現れるなど, 一方的な企業行為に対する反省的な声がより積極的に上がっ
た｡ 最も核心的内容は, 企業が大きな権力を持っている分, これに相応する責任も負わなけ
ればならず, また消費者の消費により企業が利益を得る以上, すべての利害関係者を尊重し
真摯に対応すべきであるという内容だ｡ さらに, 企業は利害関係者と常に相反関係にあるわ















戒を回避するため (1.懲戒回避段階), また実用的目的のため (2.実用段階) に行動すれば
よかった｡









agenda) へと発展し, 場合によっては再起不能の危機的状況に突き進むこともある｡ 最近起





で様々な活動を展開している｡ しかしながら, 依然として, 多くの企業は社会貢献活動の方
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＜表２＞倫理的実践のレベル別段階






































向をオーナーや CEOの好みや趣向に合わせて推進する傾向がある｡ ある企業は PR会社や




・市民・個人の自由：生存権, 自由な発言・意見・表現の自由, 危害からの自由と残酷, 無慈悲・虐待か
らの自由といった個人権及び自由

















(社会的) レベルの経済的問題に焦点｡ 経済成長, 失業率, 貧困, 政府負債といった問題を扱う
・社会的な社会的福祉：個人及びその家族に影響を及ぼす国家的 (社会的) レベルで社会的問題に焦点｡





・国際的安全：虐殺, テロ, 宗教的過激主義, 一方的軍事行動等の問題を含め国際的レベルでの安全に関
する問題を扱う
＜出典：Devinney, et al., 2012, 154～155ページ＞4)
4) 企業市民としての倫理性の部分は, 研究者のピョン ヨクソ 『国際 PR企画と事例』 (コミュニケー













ているのか, その把握に努めた｡ 前述した通り, 下記韓国企業の信頼度に関連した統計数値
とグラフィック資料は, グローバル PR代行会社・エデルマンの＜エデルマン・トラストバ
ロメーター (Edelman Trust Barometer)＞ の結果をもとにしている｡
＜エデルマン・トラストバロメーター＞は今年で14回目を迎えるグローバル調査で, 信頼
に関する世界最大規模のリサーチといえる｡ 2014年の信頼度調査 は, 昨年10月から11月の





韓国企業に対する信頼度水準は, NGO団体, マスコミ, 政府よりも低い水準にとどまっ
ていることがわかる｡ 次頁の＜図１＞の通り, 2014年現在, 韓国企業の信頼度は39％水準で,
NGO団体の70％, マスコミの48％, 政府45％より低いことがわかる｡ 2009年を境に政府よ
りも低い水準の信頼度となり, 2012年以降最も低い水準で推移していることがわかる｡
顧客との信頼を築くためには, 顧客との関係形成 (engagement), 誠実 (integrity), 製品
と サービス (products & services), 目的 (purpose), 運営 (operation) のいずれも重要で
ある (Edelman, 2014)｡ 韓国企業の低い信頼度水準は, あらゆる領域において肯定的な評価
を得られなかった結果であろうが, 何よりも誠実さの問題が最大の問題となったと考えられ
る｡ 企業にとって誠実さは, 製品やサービスそのものにも関係し, 倫理的経営, 通常及び緊
急時の責任ある行動, 経営の透明性と開放性, オーナーや CEOの道徳性と密接な繋がりが








不振水準 (50％未満) にとどまっていることがわかる｡ 特に, 2011年と2012年の間に政府及
び企業の信頼度が大幅に下落, 2013年に政府の信頼度は11％上昇したものの, 企業の信頼度






＜図１＞ 2008年以降の韓国各機関の信頼度推移：NGO, マスコミ, 企業, 政府




































































ほぼ同じ水準である｡ 上の＜図３＞のようにドイツ, スウェーデン, スイスが上位を占め,
次いでカナダ, イギリス, 日本, オランダ, アメリカ, フランスの順で占めているが, 実際
にこのような順位は, 製品の競争力だけを反映するものでなく, 顧客に対する哲学, 企業の
道徳性, ビジネス慣行, 社会への貢献等多くの要因が反映された結果といえる｡
５. 韓国企業の社会貢献活動
下記韓国企業の社会貢献活動の現況及び特徴に関する内容は, 韓国 SR 戦略研究所
(KOSRI) と梨花女子大学校グローバル社会責任センター (Center for Global Social
Responsibility) が共同で実施した＜韓国企業 CSRアンケート＞結果を活用した｡ 2013年調
査は, 2013年９月25日から11月６日までオンラインで実施し, KOSPI時価総額500種のうち,









































































80％ 79％ 79％ 78％ 75％ 74％ 71％ 68％ 67％
55％ 54％ 53％
42％ 38％ 36％ 35％ 34％
50％
肯定的評判が長期的に企業の利益に寄与するだろうという期待が内在していることがわかる｡
その他優秀な職員の確保能力向上, リスク改善, 新規顧客の誘致及び既存顧客の管理, 海外
市場への進出・アプローチの機会アップ等の重要性は, ｢まあまあ重要｣ のレベルで評価し
ているが, これは企業の評判が高まる場合, 大部分解決できる問題で, 顧客からの認定
(recognition) 及び肯定的評価を得るために CSR活動をするといえる｡
このような CSR活動の目標に対する企業の評価結果を, エデルマンの信頼度調査結果と




サービスの品質, 役職員に対する処遇, 緊急時の責任ある行動等での成果は, 期待値の半分





























の責任ある行動, 経営の透明性, 倫理経営等が含まれている事実に着目する必要がある｡ ま





る企業, また福祉財団が運営している企業もあるが, 最近では, 社会貢献組織を広報チーム


















































































































職員 4.38 職員 4.39
顧客 4.25 顧客 4.05
マスコミ・大衆メディア 4.19 地域社会 3.60
非営利団体及び市民団体 3.90 株主 3.27
政府 3.88 非営利団体及び市民団体 3.17
供給者 3.71 政府 2.99
株主 3.69 供給者 2.58
競争会社 3.19 競争会社 2.10
1：まったく重要でない 2：やや重要 3：まあまあ重要 4：かなり重要
5：非常に重要








｢2014年上半期企業好感指数 (CFI)｣ を調査した結果, 100点満点で47.1点と集計されたこと
を明らかにした｡ 企業に好感を持てない理由について, 回答者の44.5％が倫理経営の不足点
を指摘し, 社会貢献等の社会的責任の不行届き (22.3％), 企業間での共存協力不足 (21.8
％), 雇用創出の努力不足 (10.1％) 等を理由にあげた｡ 雇用の創出 (40.6％), 労働者福祉
の向上 (26.8％), 社会貢献など社会的責任の履行 (16.5％), 国家競争力の強化 (10.1％)
等がその次の理由となった｡ また調査結果, 国内の反企業感情の水準が63％に及ぶことが明
らかになった｡ 2013年末, 韓国経済研究所が実施した調査で, 反企業感情の原因として, 企
業そのものの問題と答えた回答率 (45％) が企業の外的要因 (23％) を大きく上回った｡ 具
体的には脱法と便法, 政経癒着, 企業に対する理解不足, 経済力集中の順となった｡













ながら, 社会的問題を解決できる方法を模索しなければならない｡ このような状況の下, 共
有価値の創出 (CSV: Creating of Shared Value) モデルが一つの代案となり得る｡ CSVは,
CSRより一歩進んだ概念として, 企業が目標追求と社会的問題の解決を同時に実現するこ
とを理想的としている｡
Porterと Kramerが, 2011年 Harvard Business Reviewで ｢Creating of Shared Value｣ とい
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う論文で概念を提案して以降, 多くの人々が関心を持つようになり, 今では極めて一般的な
アジェンダになっている｡ 上の＜表５＞の通り, CSRは, 概して顧客や市民のニーズによ
り企業が善い行いを遂行するものであり, 概して与えられた予算の中で行われ, これにより
企業の評判が好転することで長期的に企業の利益に貢献するものの, 根本的な企業の利潤極







ましい｡ ある意味 CSRは資本主義の原理を否定する側面がある一方, CSVは資本主義の原
理を認めつつ, 社会問題解決に参加できる機会を企業に提供する｡
しかし, 共有価値創出の実践に先立つ課題がある｡ まず, 企業の最高経営者らが共有価値
創出に対する確固たるビジョンを示さなければならない｡ それに加え, 企業が目指す社会的
価値に対する構成員同士の合意も誘導しなければならない｡ 企業が追求する社会的価値に合
意すれば, 韓国における慢性的な労使対立の解決策も見いだせる｡ 最後に, 市民と社会のあ
らゆる利害関係の当事者が協働の価値を共感し, コミュニケーションを図り, 分かち合う時,








(価値) 善い行いをする (価値) 費用に対する経済・社会的恩恵













＜出典＞Porter & Kramer, 2011, 15ページ
る外国の銀行が展開している CSR活動に関連した核心キーワードを調査した結果, 地域社
会関係 (community relations), 多様性 (diversity), 従業員関係 (employee relations), 環境









るアジェンダの開発が何よりも重要である｡ 企業の商品企画及び生産, 流通, 広告・PR・
マーケティング等の全過程において, 該当利害関係者と共有できる価値を開発し, 効果的な
実現方法を模索すべきである｡ 併せて, 企業の CSV活動がその企業の信頼度構築要因とど
んな関係を結ぶことになるのかを具体的に解明し, それが企業や利害関係者にどんな恩恵を
もたらすのかを互いに比較することが必要である｡
次頁の＜図９＞の中ほどにある大きい囲いの中は, Edelman Trust Barometer調査で使用
した企業信頼度評価の要因である関係形成, 誠実さ, 製品とサービス, 企業目的, 企業運営
の方式を述べている｡ また, ４つの丸の中にある CSV (CSV1CSV4) 活動に対する評価は,
各 CSV活動の企業との関連性, 投入予算の規模, 該当する一般に対し与えられる利益, 活
動の持続性等の変因から測定される｡ そして, 一企業に対する信頼度の測定結果と各共有価





実際に企業の CSRや CSV予算を x軸に, 企業の評判や信頼度の点数を y軸において xと
yの関係を見るのが適切な方法であるが, 現実的に xの yの測定値を持続的に導き出すこと
は困難で, その他多くの変因を統制する方法もないためこの方法は現実的に不可能である｡








ものだった｡ その上, 朝鮮戦争以降半世紀の間, 圧縮成長を抱える過程で, 企業の倫理的水
準は懲戒を避けるために法律的規定を守る水準で満足したり, 利益の極大化を図る実用段階
にとどまっていたといえる (先の＜表２＞参照)｡ しかし今や企業は, 倫理的実践に向けた
最終段階である哲学的水準の実践を迫られている｡ インターネットとスマートフォンで密接



































































マイケル・ポーター (M. E. Porter) の共有価値論やマイケル・サンデル (M. Sandel) の
公益の追求などの脈略から見ると, 企業は資本主義の拡大に向けた企業経営の方式を追求す
る傍ら, 資本主義の恩恵を受けている故に資本主義の暗い影を取り除くための努力も同時に
追求すべきである｡ これに加え, 最近のフランス経済学者ピケティ (Thomas Piketty) は





ともかく, ｢企業がいかに行動すべきか｣ の問題は, 韓国社会では一大争点になっている｡
貧富の差, 若者の失業, 非定期職, 労組政策, 中小企業との関係等, 企業が直面している全
ての問題が社会的問題の核心にある｡ つまり, 企業の問題の解決なくして社会全体の問題は
解決しない｡ よって, 企業もこれからは問題に対し事後反応的 (reactive) アプローチより
も事前に企業が対内外的に解決すべきであり, 解決したら最も理想的なイシューを開発し,


























創出への転換を力説しながら, 今後の研究の枠組み (＜図９＞) を提示したという点に意義
を見出したい｡
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Activities and Issues of Corporate Social Responsibility
in Korea :
The Purpose or Strategy?
OH Chang Woo
The purpose of this study is to explore, 1) the purpose of running corporate social
responsibility activities of Korean companies and status of CSR activities, 2) the limitations of
corporate social responsibility activities and practices, 3) the possibility of a CSV (creating of
shared value) as a way to overcome such limitations.
83.6％ of 500 private and public companies have established a strategy for CSR and 87.6％ of
them inscribed this in an official document. These companies practice CSR to make a positive
corporate reputation and the ratio of donations of the entire CSR budget has reached 57.4％.
Meanwhile, Korean companies perceived the media as an important stakeholder and conducted
CSR activities as a marketing or promotional tool.
In order to pursue the practice of corporate citizenship while ensuring the conduct of corporate
profit under capitalism, CSR activities are required to switch to the CSV. Companies must create
a shared value with many other stakeholders in order to pursue the public interest and the profit-
generating actions at the same time.
Basically, the company should be clearly aware of the responsibility for their existence based
on the consumer and society, develop items for CSR that company can practice best and continue
efforts to practice consistently.
Keywords : CSR, corporate social responsibility, CSV, creating of shared value,
呉昌宇氏の報告をめぐる討議
呉先生の御報告は, ｢古くて, 新しい問題｣ の一つで, 理論的にも, 実践的にも大変魅力
的な話題, ｢企業の社会的責任活動の現況及び問題点｣ を巡るものでした｡ また, 副題 ｢目
的かそれとも戦略か？｣ は, 主題の論点を巧みに焦点化されていると思われます｡
呉先生は, ｢企業の社会的責任活動｣ が話題になり, 活発化した背景に, ｢ソーシャル・コ
ンシューマ｣ (｢社会的顧客｣), つまり ｢生産する企業が社会問題の解決にどの程度参加して
いるかという点に, より価値を与え｣, 購買ないし消費行動を実践する顧客, あるいは市民
としての社会的責任を意識した ｢倫理的消費者｣ ともいうべき ｢市民的消費者｣ の ｢浮上｣
を指摘し, まずそれを分析された｡ 次に, 呉先生は, それに応答するような ｢ソーシャル・
マーケティング｣ への動向を, 企業が ｢市民としての社会的問題に関心を示｣ し, ｢積極的
に取り組｣ む ｢市民企業｣ とその ｢倫理性｣ を分析することによって, 説明されました｡ そ
して, かかる動向分析と ｢韓国企業の信頼度｣ をグローバル PR代行会社エデルマンの ｢エ
デルマン・トラスト・バロメータ｣ (Edelman Trust Barometer) を比較することによって,
｢韓国企業の信頼度の低さ｣ は, ｢製品の競争力だけ……ではなく, 顧客に対する哲学, 企業
の道徳性, ビジネス慣行, 社会への貢献等の多くの要因が反映された結果｣ であることを,
呉先生は仮説的に推論されている｡ 呉先生は, かかる仮説を ｢韓国 SR戦略研究所｣ と ｢梨
花女子大学校グローバル社会責任センター｣ の共同で実施された ｢韓国企業 CSRアンケー
ト｣ と先の ｢エデルマン・トラスト・バロメータ｣ の比較検討を通して, 検証されようとし
ておられます｡ それは, 同時に, ｢韓国における企業の社会的責任活動｣ の実態を明らかに
し, その問題点を摘出することでもあります｡ 呉先生が指摘する着目すべきその問題点の一
つは, ｢多くの企業が社会的貢献活動に必要な予算を費用と考え, 社会的貢献活動を企業利
益の社会還元である慈善として捉え, また対内外への PRに好都合な事柄とみなし, それを
マスコミへの PRや企業イメージを上げる広告として活用し｣ ている側面であり, 費用対効
果の文脈で社会的貢献活動が捉えられている点であります｡ したがって, その結果, 地域社
会への関心が極めて低い｡ この点も呉先生が強調された問題点であります｡ そして, 最後に,
｢韓国における企業の社会的責任活動｣ は, ｢戦略的要素｣ が強い, との結論を見出い, さら
に課題として ｢企業の最高経営者らが共有価値創出に対する確固たるビジョンを示さなけれ
ばならない｣ とし, 今話題となっているポーターらの ｢共有価値創出｣ (Creating of Shared
Value : CSV) モデルの必要性を提示し, ｢CSRから CSVへ｣ を主張され, 今後の研究方向
を展望されている｡
呉先生の御報告は, 今見てきましたように, 論理的に良くまとまったものであると思いま
す｡ また, ｢企業の社会的責任活動とその結果との関係を明らかにすることが, 学術的研究
が目指すべき究極の目的となりうるが, 現実的にそれらの関係を実証的に究明することは,
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不可能に等しい｣ との見解から, ｢長期的観点から, 積極的な社会責任活動企業とそうでな
い企業のとの差を検証してみることで, 社会責任活動が企業の社会的地位に及ぼす影響力を
明らかにすることはできるだろう｡｣ と ｢はじめに｣ の最後の部分で述べられております｡
本報告は, その一環と判断されますが, かかる ｢立場｣ は, 極めて健全であります｡ 私は,
実証研究のみならず, CSR経営の本質に迫る理論的研究の必要性を感じておりますが, 呉
先生のこのような立場は, これらの橋渡しを志向している, と高く評価いたします｡
それは, 課題として最後に ｢企業信頼度の要因と CSV活動との関連についての研究モデ
ル｣ を提示されていることからも, 推察することが出来ます｡ しかしながら, ｢結論｣ でこ
の問題が提示されることは, かなり違和感を持ちます｡ ｢結論先取り｣ を感じるのです｡
また, ｢CSRから CSVへ｣, あるいは ｢CSVは CSRを超える｣ という考えには, 理論的
考察が若干欠けているようにも思われます｡ その前に, いくつか検討しておくべき理論的事
項があるのではないでしょうか｡ 例えば, 最も重要だと思いますのは, ｢社会的責任｣ と
｢社会的貢献｣ の区別と関連を歴史的に, 理論的に吟味していくことのように思われます｡
｢概念｣ は, 歴史的に作られるからです｡ この点に関して, 気にしなければならないのは,
｢社会的責任｣ から ｢社会的貢献｣ への ｢論理のすり替え｣ が少なからず行われたことです｡
また, そのために, 特に日本やアメリカでは略語で ｢CSR｣ が使用されているとも考えられ
るからです｡ かかる概念的区別と関連に関する吟味を欠いたままでは ｢CSV｣ の意義も不明
瞭になる可能性が高いのではないでしょうか｡ さらに, ｢CSR から CSV へ｣, あるいは
｢CSVは CSRを超える｣ のではなく, むしろ逆で, CSRの充実のための基礎, ないし基盤
が CSVであるのではないでしょうか｡ いささか持論に引き付けた感が強く出ておりますが,
呉先生の意図に従って研究を進めるためには, むしろこのような点を検討し, 実証的な研究
のための枠組み作りをする必要があるのではないか, というのが私の感想でございます｡
（桃山学院大学経営学部教授 谷口照三）
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